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1. 平成26年3月期の業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日）

(2) 財政状態

(3) キャッシュ・フローの状況

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 26,260 1.6 231 2.7 284 8.4 177 19.9
25年3月期 25,837 △2.0 225 △22.1 262 △18.5 147 △15.3

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利益
率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円銭 円銭 ％ ％ ％

26年3月期 34.78 ― 3.8 4.1 0.9
25年3月期 28.99 ― 3.3 3.7 0.9
（参考） 持分法投資損益 26年3月期 20百万円 25年3月期 18百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 6,835 4,666 68.3 916.81
25年3月期 7,008 4,550 64.9 894.03
（参考） 自己資本 26年3月期 4,666百万円 25年3月期 4,550百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

26年3月期 △103 △193 △91 1,960
25年3月期 485 △768 △78 2,348

2. 配当の状況
年間配当金 配当金総額

（合計）
配当性向

純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円銭 円 銭 円銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年3月期 ― 0.00 ― 12.00 12.00 61 41.4 1.4
26年3月期 ― 0.00 ― 12.00 12.00 61 34.5 1.3
27年3月期(予想) ― 0.00 ― 12.00 12.00 24.2

3. 平成27年 3月期の業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 13,581 5.0 135 33.4 156 18.9 101 26.0 19.90
通期 28,128 7.1 360 55.8 391 37.6 252 42.7 49.64



※ 注記事項
(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(2) 発行済株式数（普通株式）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無
②①以外の会計方針の変更 ： 無
③会計上の見積りの変更 ： 無
④修正再表示 ： 無

①期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年3月期 5,500,000 株 25年3月期 5,500,000 株
② 期末自己株式数 26年3月期 410,539 株 25年3月期 409,776 株
③ 期中平均株式数 26年3月期 5,089,938 株 25年3月期 5,090,949 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示
この決算短信は金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく監査手続は終了しておりま
せん。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変
化等により、上記予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項については５ページを参照してください。
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１．経営成績・財政状態に関する分析

 

(1）経営成績に関する分析

 当事業年度における我が国経済は、政府・日銀による財政政策・金融政策によって株高と円安が進み、輸出関連産

業を中心に企業業績が回復傾向となりました。このような景況感の改善に加え、東京オリンピック・パラリンピック

の開催決定を受けた建設業界では、設備投資の増加、インフラのメンテナンスや新設、ビルやマンションの建て替え

などが活発になり、経済が活性化され、誰もが近未来に明るさを見出しています。反面、円安によるエネルギーコス

トの上昇で、貿易収支の赤字が続くなど、先行きには不透明感も残ります。

 個人の消費意欲は盛んで、上期には百貨店などで高級品を中心に堅調な販売が続き、下期には次年度の消費税アッ

プを見込んで不動産から車、白物家電にいたるまで高額商品の動きが活発になりました。また、オンラインショッピ

ングの利用がますます拡大し、小売業界では、いかに商品を早く確実に届けるか、いかに便利に受け取れるかといっ

た、オムニチャネル化が消費者から選ばれるポイントになってきました。そのため、物流施設への投資が活発とな

り、宅配便の運賃も上昇しました。

 当社の事業を取り巻く環境としましては、景気は上向いているものの、生産・消費とも天候の悪さが業績に響いた

年度でありました。早い初夏の陽気、猛暑と暑い秋、秋がなくすぐ冬、そして厳しい寒さと２月の大雪と、生産には

厳しい天候が続き、量・質ともに課題を残しました。また暖房費が高騰しているため、今季の寒さによって、産地が

負担する生産コストは大幅に上昇しました。

 消費面では、景気が上を向いていることから法人需要は堅調、婚礼需要は横ばい、葬儀需要の件数は増えるものの

規模は縮小傾向でした。最も重要なホームユースは、気温が25度以上で暑い、もしくは５度以下で寒いと、花の消費

意欲が減退するため、これも天候に左右されました。

 当社はこのような中、切花においては最も品揃えと量が豊富な中央中核市場として、鉢物においては高品質なもの

を扱う首都圏の専門店向けの卸売業者として営業展開をしました。

 力を入れたのは、まず、専門店への花の販売サポートです。結果として、力のある専門店はさらに伸びています

が、スーパーマーケットに顧客を奪われる専門店もあり、明暗が分かれました。スーパーマーケットの花売り場は確

実に進化し、専門店と競合しています。

 また産地とともに新品目・新品種に取り組みましたが、天候のため本年度は一定の成果でとどまりました。切花の

産地においては、輸送費の値上がりが、生産者の収支に大きな影響を及ぼしております。そのため、産地では、今ま

で以上に売上高に占める運賃の比率を下げていく必要があり、出荷先の集約が行われております。当社は中央中核市

場として、産地に関与し入荷量の確保に努めました。

 このような結果、当事業年度（平成25年４月～平成26年３月）の業績は、売上高26,260,253千円（前年同期比

1.6％増）となり、内訳をみますと、切花の取扱高24,250,204千円（同2.3％増）、鉢物の取扱高1,889,639千円（同

6.5％減）、付帯業務収益120,410千円（同3.6％増）となりました。利益につきましては、営業利益231,594千円（同

2.7％増）、経常利益284,257千円（同8.4％増）、当期純利益177,008千円（同19.9％増）と増収増益となりました。

 

    切花、鉢物に関する品目別の概況は次の通りです。

 

 切花  売上金額  24,250,204千円 （前年同期比 2.3％増）

   取扱数量 411,067千本 （  同   4.0％減）

・切花は、天候不順、円安による輸入品の減少などにより、１年を通して前年並みか、ややそれを下回る入荷状況が

続きました。そのため全体的に相場は前年に比べ高めとなり、売上金額も前年を少し上回る結果となりました。 

・４月は、天候や円安による影響から多くの品目で前年を下回る入荷量となりました。そのため、前年に比べ、おお

むね品薄高で推移するも、キク類においては、３月のお彼岸から続く相場の低迷からなかなか抜け出せず、入荷量・

販売金額とも前年を下回りました。 

・母の日の需要期においては、事前の注文も多く、スタンダードタイプのカーネーションを中心に品薄感が続きまし

た。特に定番の赤系の引き合いは強く、また、バラやシャクヤク、ヒマワリなどの人気も高まりました。しかしスプ

レータイプのカーネーションの受注は伸び悩みました。 

・夏場の生産の主力となる高冷産地においては、7月になっても寒い日が続き、開花が遅れ出荷がまとまらず、品薄

状態が続きました。そのため、７月盆の需要期には、東京都内・近郊の小売店や花束加工業者を中心に引き合いが強

まりました。その後、急激な気温の上昇で、小菊は開花が進み入荷が予定より早まりました。その一方で、リンドウ

やトルコギキョウは主力産地における大雨の影響から、開花時期が予定より遅れ、入荷量が減少、堅調な取引となり

ました。 

・８月を迎えてもリンドウの開花は予定より遅れ、お盆に欠かせない品目でもあることから品薄高で推移しました。

小菊は７月下旬から続く開花の前倒しが止まらず、９月出荷予定で作付したものが８月中に出荷されるなどしまし

た。そのためお盆の需要期においても、供給過剰となり販売に苦戦しました。 
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・９月はお彼岸がありますが、７月～８月に開花が進んだ小菊は９月になると需要に対して品薄、白菊も下位等級品

を中心に入荷少なめ、鉄砲ユリは一部の産地で局地的大雨による被害があり前年に比べ入荷量が減少するなど、多く

の品目で品薄となりました。そのため、代替品の提案や納期の調整などに努めました。３連休が２週続いたこともあ

り、敬老の日のギフト、秋のブライダルやイベント向けの需要によって、ダリア・バラなど洋花の引き合いもありま

した。 

・10月～11月にかけては、菊類、バラ、洋ラン類、葉物・枝物など多くの品目で前年に比べ入荷量が減少しました。

そのため特に11月は前年を上回る高値となりました。菊類はこの時期の作付けが減少したことや、産地の切り替わる

タイミングが合わないことなどにより、バラは気温の低下などにより、また輸入品は全般的に為替の影響によって出

荷を調整する動きがあり入荷減となりました。需要面では、ブライダル需要は安定しているものの、10月は毎週台風

が発生するなどし、小売向けの販売は厳しい状況でした。量販店・花束加工業者などは、単価高で仕入れを抑えるこ

ともあり、当社から充分に供給することができないこともありました。 

・12月の上旬は需要も落ち着いていましたが、中旬以降は、次第にクリスマス向けの赤系商材の依頼や問い合わせが

増えるなどしました。下旬には年末の需要期に向け、次第に出荷が増え活発な取引となりました。季節商材では、お

正月向けの松のうち、丈の短いカラゲ松は、夏場の高温・干ばつや台風の影響から入荷が減少しました。しかし門松

は天候の影響をあまり受けず、丈の長いものが増え、松全体では前年を上回る入荷量となりました。同様にお正月商

材である千両も、新規産地が増えたことで入荷量は増加しました。しかし事前の情報では品薄が予想されていたた

め、相場の上昇を期待する生産者が下位等級品まで含めて多く出荷してきたことで、安値となりました。 

・１月～２月にかけては、大きな需要がなく、生産も落ち着く時期ではありますが、今年は寒さが一段と厳しかった

ことで開花が遅れる産地、重油高により施設内を十分に加温できない産地もあり、前年に比べ入荷量が減少する品目

が多くありました。そのため、バラ・カーネーション・ラン類・ユリ類など多くの品目で前年より単価高となりまし

た。２月には２度の大雪により、ハウスの倒壊など被害を受ける産地もあり、この影響は長引くことが予想されま

す。また降雪が週末だったこともあり、小売店や量販店などの店頭販売が伸び悩むなど販売面でも影響を受けまし

た。 

・３月に入っても、暖房費の上昇や寒さの影響から、多くの品目で入荷量が前年を下回る状態が続き、前年に比べ単

価高となりました。桃の節句、卒業式、婚礼、お彼岸、歓送迎会など需要が多い中、集荷に努めるも入荷量は伸び悩

み、販売機会を逃すこととなりました。 

 

 鉢物  売上金額 1,889,639千円 （前年同期比 6.5％減）

   取扱数量 7,991千鉢 （  同    5.6％減）

・鉢物は、期間を通して、主にファレノが品薄となり全体の取扱数量・販売金額を押し下げました。原油価格の高騰

や為替の影響から燃料コストが増加し、十分な温度管理ができなかったことなどが主な要因です。選挙需要で年末ま

で好調が続いた前年と比較すると数量・販売金額ともに大幅に下回る結果となりました。その他の基幹品目において

も、夏場の猛暑、長雨、台風、豪雪と予見し難い天候の影響を受け、生産施設の被害、作付数量の減少、開花の遅れ

等から入荷量が減少することとなりました。

・母の日の需要期には、アジサイなどで室内用のコンパクトな商品の受注量が増加し、単価も高めに推移しました。

一方で、品質を重視し、アイテムを厳選したカーネーションの取扱数量は前年を大きく下回りました。

・６月以降、株主総会や東京都議選などからファレノの需要が増加し、単価が大きく上昇しました。前年に引き続き

白花に偏る品種構成であったため、色物品種の品薄感も単価に影響を与えました。７月の参院選では、再び単価が上

昇し、８月上旬まで堅調に推移しました。しかし盛り上がりは限定的なものでした。

・お中元などのサマーギフトの需要期には、相対販売の強化や商材提案のスタイルを見直すなど、販売に注力をし、

注文数を伸ばしました。また、この流れを敬老の日の需要期につなげ、ブーゲンビリアやベゴニアなどの一部ギフト

向け商材においては、販売金額・取扱数量ともに前年を上回りました。しかし年々厳しさを増す猛暑の影響から、屋

外での植栽が敬遠され、苗物類の相場が低迷しました。

・秋を迎えると、長雨による開花遅れから花鉢類でも品薄となりました。10月には、度重なる台風の接近により、出

荷を見合わせる産地が多くありました。そのため、ファレノの需要期である人事異動や秋の叙勲などの際には、品薄

感から大型上位等級の引き合いが強まりました。しかし入荷量の減少幅が大きく、販売金額は振るいませんでした。

・気温が下がると、花壇の植替え需要により苗物の入荷量が増え、価格も安定して推移しました。クリスマス商材で

は、数量限定販売したシクラメンやポインセチアの新品種が注目されました。しかし近年の単価安を受け、ギフト向

けの良品を十分に集めることができませんでした。

・イベントとして定着しつつある「フラワーバレンタイン」に向くギフト商材では、耐寒性に富む球根類や多肉植物

のアレンジ商品、温かみを感じる明るい色彩のバリエーションが豊富な花鉢の引き合いが強まりました。しかし２月

中旬以降は、降雪や気温の低い日が連続したことで消費者の購入マインドが低下し、多くの取引で低調な相場が続き

ました。 

・春のお彼岸の時期を過ぎると、年度末のファレノの法人需要が旺盛となり堅調に推移しました。特にミディタイプ

や着花30輪前後のミドルサイズの商品が品薄となり、単価が底上げされました。 
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 品目別売上高 

品目
第25期

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

前年同期比
（％）

第26期
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

前年同期比
（％）

受託品（千円） 25,391,969 97.76 25,769,526 101.49

キク類（千円） 4,855,144 95.95 4,823,136 99.34

洋ラン・バラ・カーネーショ

ン（千円）
5,779,808 96.83 5,944,286 102.85

球根類（千円） 3,914,496 96.97 4,021,743 102.74

草花類（千円） 5,991,851 97.99 6,224,112 103.88

枝物・葉物（千円） 2,898,911 99.62 2,929,498 101.06

鉢物（千円） 1,951,757 103.68 1,826,749 93.60

買付品（千円） 329,672 113.15 370,317 112.33

キク類（千円） 110,974   102,818  

洋ラン・バラ・カーネーショ

ン（千円）
9,960   33,323  

球根類（千円） 5,900   11,093  

草花類（千円） 12,254   26,451  

枝物・葉物（千円） 120,619   133,740  

鉢物（千円） 69,962   62,889  

合計（千円） 25,721,642 97.93 26,139,843 101.63

 （注） １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

      ２．上記の金額には、卸売業務に付帯する業務収益（第25期 116,219千円、第26期 120,410千円）は

            含まれておりません。
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 次期の我が国経済の見通しとしましては、第１四半期は消費増税の影響を受け、景気下振れリスクがあるも、第２

四半期以降は、ゆるやかな成長軌道に戻ると予測します。

 花き業界においては、法人需要は一段上昇、婚礼需要は横ばいからやや減少、葬儀需要の件数は増加するも更に家

族葬が増えて全体の消費量は横ばい、個人需要では、ヘビーユーザーである中高齢者は、リタイヤなどで所得が下が

るためやや減少、子育てなどにお金はかかるものの賃上げがあった団塊ジュニア層では、やや増加すると予測しま

す。

 当社におきましては、まず、平成26年度の国会にて「花きの振興に関する法律案」が議員立法で提出される予定で

すが、この年を花き産業ルネッサンス元年と捉え、首都圏を地元とする市場として圧倒的で盤石な地位を築いてゆき

ます。首都圏仲卸への販売強化、新規買参人の獲得、大田市場内仲卸とともにアジア・アメリカ方面への輸出トライ

アル、フラワーバレンタインやいい夫婦の日など消費者向けキャンペーンなどを通して、法人需要と高齢者そして団

塊ジュニアの人口が多い首都圏のマーケットを本格的に開拓します。首都圏の多様な需要を満たすため、「創って作

って売る」の戦略の下、産地との取り組みを強化し、産地から届く多種多様な花を一手に預かる営業活動を行いま

す。

 業績見通しとしましては、売上高28,128,005千円（前年同期比7.1％増）、営業利益360,710千円（同55.8％増）、

経常利益391,054千円（同37.6％増）、当期純利益252,620千円（同42.7％増）と増収増益としております。

 

 (2）財政状態に関する分析

    ① 資産、負債及び純資産の状況

 当事業年度末における総資産は、前事業年度末と比較して172,849千円減少し6,835,559千円となりました。その主

な内訳は現金及び預金の減少488,518千円、投資有価証券の増加120,000千円、売掛金の増加93,491千円であります。

 負債につきましては前事業年度末と比較して288,073千円減少し2,169,514千円となりました。その主な内訳は受託

販売未払金の減少326,109千円であります。

 純資産につきましては前事業年度末と比較して115,223千円増加し4,666,045千円となりました。その主な内訳は当

期純利益の計上により177,008千円増加、剰余金の配当により61,082千円減少したことによるものであります。 

 

②キャッシュ・フローの状況

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末より388,518千円減少し、

1,960,386千円となっております。

 当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動の結果減少した資金は、103,837千円（前年同期は485,481千円の増加）となりました。主な減少要因

は、仕入債務の減少339,760千円、売上債権の増加118,387千円、法人税等の支払額92,717千円によるものです。ま

た、主な増加要因は、税引前当期純利益284,257千円、減価償却費166,030千円によるものです。 

 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果減少した資金は、193,264千円（前年同期は768,507千円の減少）となりました。主な減少要因

は、定期預金の預入による支出1,200,000千円、関係会社貸付による支出124,500千円、投資有価証券の取得による

支出120,000千円によるものです。また、主な増加要因は、定期預金の払戻による収入1,300,000千円によるもので

す。

 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果減少した資金は、91,416千円（前年同期は78,925千円の減少）となりました。この主な要因は、配

当金の支払額60,994千円及びリース債務の返済による支出29,718千円によるものです。 

 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

  当社の利益配分に対する考えは、株主価値を重視した経営方針の重要課題の１つと考え、株主の皆様が長期的かつ

安定して保有していただくために、安定した配当を継続的に行っていきたいと考えております。そのうえで事業年度

の収益状況や今後の見通し、配当性向、キャッシュ・フローを勘案して適切な配当を実施してまいります。 

 併せて企業体質の強化ならびに競争力を増強するための戦略的投資に備えるため内部留保金を継続して確保してま

いります。剰余金の配当等の決定機関は取締役会であります。 

 なお、当期の剰余金の配当につきまして、１株当たり普通配当を12円と予定しており、次期につきましても同水準

の配当を予定しております。
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(4）事業等のリスク

 当社の経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

 1. 当社を取り巻く経済環境

 花きは嗜好性が高い商品なので少子化や、予想されている高齢化社会に対し、どのような影響をうけるか具体的に

予測できない面があります。２００６年をピークに人口が減少していく社会に突入し、年金制度等高齢化社会におけ

る不安要素が、花きの需要層の中心である中高年層の消費意欲に影響し、ひいては当社の業績及び財務状況に影響を

及ぼす可能性があります。

 2. 天候による影響

 花きの商品価値は供給・需要双方で天候の影響を受けます。供給側では生産段階から花店が一般の消費者へ販売す

る時点まで品質・物の良し悪しに影響し、需要側では、購入時点における嗜好に影響いたします。したがって、温暖

化も含め天候により供給と需要のバランスがくずれ取引量や取引価額に影響する場合には、当社の業績及び財務状況

に影響を及ぼす可能性があります。

 3. 債権回収リスク

 花きは“フレッシュ”であることが求められ、在庫期間が短いという商品特性があるため、他の業界に比べ取引約

定が短いものとなっております。したがって花店の経営においては、花きの売れ行き次第で在庫リスクが直ちに損失

として実現する可能性があります。これにより花店の経営・資金繰りが悪化し、当社への支払の遅延となり、結果、

当社の債権に対する貸倒引当金の計上が必要となる場合には、当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があり

す。

 4. 法的規制について

 当社は、東京都が開設した東京都中央卸売市場の大田市場において花き卸売業を営んでおりますが、当業界は生鮮

食料品等の取引の適正化等を目的としました「卸売市場法（昭和46年法律第35号）」及び卸売市場法に基づく「東京

都中央卸売市場条例・同施行規則」その他関係諸法令による規制の対象になっております。
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２．企業集団の状況

 当社（株式会社大田花き）は、当社、子会社２社、関連会社３社及びその他の関係会社１社により構成されており

ます。子会社２社及び関連会社３社につきましては、資産、売上等から見て、当社企業集団の財政状態及び経営成績

に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表の作成は行っておりません。

 当社、子会社、関連会社及びその他の関係会社の事業内容は以下のとおりであります。

主な事業内容 会社名

花き卸売事業 当社  

シンクタンク 株式会社大田花き花の生活研究所 （子会社）

花き卸売・問屋業 株式会社九州大田花き （子会社）

種苗・花き小売業 株式会社ディーオーシー （関連会社）

倉庫賃貸業 花き施設整備有限会社 （関連会社）

花き・関連資材問屋業 株式会社とうほくフラワーサポート （関連会社）

有価証券の管理業、 

経営コンサルティング業等 
株式会社大森園芸ホールディングス （その他の関係会社）

 当社の状況を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

 

(注）１．仲卸業者：開設者（東京都）の許可を受けた者で、市場内に店舗をもち、卸売業者から買受けた物品を仕

         分けし、調整して買出人に販売する業務を行う者であります。

     ２．売買参加者：開設者（東京都）の承認を受けて、卸売業者の行う卸売に直接参加して、物品を買受けるこ

         とができる小売業者や大口需要者であります。
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３．経営方針

(1）会社の経営の基本方針

 当社は「緑豊かな美しい日本」に住む「富国有徳」の実現を目指す日本の企業として「事業を通して暮らしに潤い

を提供し、豊かな社会文化を創造」すべく努力を積み重ねております。花のビジネスは、成熟国家日本の「くらし向

き」を考えると今後とも拡大の可能性を秘めています。そこで当社は、卸売会社としての主要な機能である①情報流

②商流③物流④資金流のそれぞれの機能を向上することに努めております。そしてこれらが事業を持続的に発展さ

せ、中長期的に企業価値を高めることができると考えております。

① 情報流 価格形成力のある拠点的な花の取引所として、業界をリードする相場の形成に努めます。

② 商流  物販50％、サービス50％に基づき「せり」「相対」の相乗を図り、生・配・販（サプライチェーン）

の取組を強化します。

③ 物流  よりきめの細かいサービスの実現を目指し、取引先の利便性を高めてまいります。

④ 資金流 社会的役割のもと資金の効率活用を目指し、信頼される健全企業であることに努めます。

(2）目標とする経営指標

  当社は経営戦略の遂行にあたりまして４つの経営指標を全社の目標として設定しております。

  ① ＣＲＯＡ【（経常利益＋減価償却費）／総資産】

  ② 総資本経常利益率

  ③ 自己資本比率

  ④ 売上高経常利益率

 

(3）中長期的な会社の経営戦略

    当社は収益力の基盤づくりと確保そして健全な財務体質の維持を目標に経営に取組んでまいります。そのために 

 も個々の取引ごとの事業の強化を図るとともに長年にわたり蓄積してきましたノウハウ、経験を活かし事業の多様化 

 を推し進めてまいります。 

  ① 日本最大の花きの取引所ビジネス 

  ② せり以外の花きビジネス 

  ③ サプライチェーンを通じて関係各社との相乗効果ビジネス

 

(4）会社の対処すべき課題

  花き業界におきまして２００９年４月から始った卸売市場制度の規制緩和から、より一層優勝劣敗の傾向が強まっ

ております。そこで卸売会社としましても利益率の向上、収入の多角化策そしてグローバル化に向けた準備を行う必

要があります。また前倒しでの業界の構造改革、再編をすすんでやる必要があります。これらに備えるべく資金の確

保が重要になってまいります。 

 さらに消費活動を牽引することを実現するための取組みも行なってまいります。これらを実現するためにも一層の

コーポレート・ガバナンスを徹底し同時に品質、情報、流通の管理ビジョン「確実なパスワーク」を明確にし、経営

機能を強化してまいります。

 

(5）その他、会社の経営上重要な事項

  特にありません。
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４．財務諸表

（１）貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,048,905 2,560,386 

売掛金 1,688,272 1,781,764 

前渡金 61 50 

前払費用 6,589 8,845 

繰延税金資産 20,151 22,362 

短期貸付金 ※ 49,642 ※ 63,878 

その他 3,020 9,558 

貸倒引当金 △1,879 △8,011 

流動資産合計 4,814,764 4,438,834 

固定資産    

有形固定資産    

建物 614,783 617,310 

減価償却累計額 △475,129 △487,348 

建物（純額） 139,653 129,961 

構築物 39,419 39,419 

減価償却累計額 △38,424 △38,639 

構築物（純額） 994 779 

機械及び装置 8,725 8,725 

減価償却累計額 △8,289 △8,376 

機械及び装置（純額） 436 349 

車両運搬具 4,055 - 

減価償却累計額 △4,045 - 

車両運搬具（純額） 9 - 

工具、器具及び備品 1,637,497 1,470,174 

減価償却累計額 △1,421,737 △1,241,331 

工具、器具及び備品（純額） 215,759 228,842 

土地 87,752 87,752 

リース資産 90,876 114,731 

減価償却累計額 △42,316 △48,292 

リース資産（純額） 48,559 66,439 

有形固定資産合計 493,165 514,125 

無形固定資産    

ソフトウエア 186,368 168,516 

電話加入権 4,265 4,265 

無形固定資産合計 190,634 172,781 

投資その他の資産    

投資有価証券 200,000 320,000 

関係会社株式 603,735 603,735 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

出資金 600 600 

長期貸付金 183,422 237,335 

破産更生債権等 6,891 31,633 

長期前払費用 145,769 123,846 

繰延税金資産 70,298 92,962 

開設者預託保証金 8,000 8,000 

保険積立金 320,909 343,628 

その他 14,609 14,709 

貸倒引当金 △6,791 △29,033 

投資損失引当金 △37,600 △37,600 

投資その他の資産合計 1,509,845 1,709,817 

固定資産合計 2,193,644 2,396,724 

資産合計 7,008,409 6,835,559 

負債の部    

流動負債    

受託販売未払金 1,598,598 1,272,489 

買掛金 30,256 27,409 

リース債務 17,736 18,585 

未払金 41,684 49,170 

未払費用 70,408 57,449 

未払法人税等 42,135 81,921 

未払消費税等 18,653 15,438 

前受金 808 654 

預り金 47,949 32,119 

前受収益 267 161 

賞与引当金 23,879 22,134 

その他 1,576 992 

流動負債合計 1,893,953 1,578,526 

固定負債    

退職給付引当金 223,942 240,137 

預り保証金 196,930 200,580 

リース債務 33,389 40,898 

長期未払金 109,371 109,371 

固定負債合計 563,633 590,987 

負債合計 2,457,587 2,169,514 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 551,500 551,500 

資本剰余金    

資本準備金 389,450 389,450 

その他資本剰余金 13,416 13,416 

資本剰余金合計 402,866 402,866 

利益剰余金    

利益準備金 30,125 30,125 

その他利益剰余金    

固定資産圧縮積立金 20,873 17,314 

別途積立金 3,675,000 3,765,000 

繰越利益剰余金 218,778 248,263 

利益剰余金合計 3,944,777 4,060,703 

自己株式 △348,321 △349,024 

株主資本合計 4,550,822 4,666,045 

純資産合計 4,550,822 4,666,045 

負債純資産合計 7,008,409 6,835,559 
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（２）損益計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

売上高    

受託品売上高 ※１ 25,391,969 ※１ 25,769,526 

買付品売上高 329,672 370,317 

付帯業務料 116,219 120,410 

売上高合計 25,837,861 26,260,253 

売上原価    

受託品売上原価 22,979,724 23,320,331 

買付品売上原価 313,953 352,900 

売上原価合計 23,293,677 23,673,231 

売上総利益 2,544,184 2,587,022 

販売費及び一般管理費    

給料及び手当 1,119,569 1,115,041 

賞与引当金繰入額 23,879 22,134 

退職給付費用 63,467 64,029 

福利厚生費 162,886 170,410 

派遣料 81,214 47,966 

売上高割使用料 ※２ 64,304 ※２ 65,349 

面積割使用料 ※３ 82,724 ※３ 82,724 

出荷奨励金 ※４ 32,753 ※４ 33,509 

減価償却費 172,287 166,030 

地代家賃 115,724 116,305 

貸倒引当金繰入額 － 28,374 

その他 399,905 443,552 

販売費及び一般管理費合計 2,318,715 2,355,427 

営業利益 225,468 231,594 

営業外収益    

受取利息 5,853 5,588 

受取配当金 ※５ 10,500 ※５ 13,000 

補助金収入 － 10,158 

その他 20,761 24,393 

営業外収益合計 37,114 53,140 

営業外費用    

固定資産除却損 329 321 

保険解約損 － 155 

営業外費用合計 329 477 

経常利益 262,254 284,257 

税引前当期純利益 262,254 284,257 

法人税、住民税及び事業税 124,031 132,123 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

法人税等調整額 △9,374 △24,874 

法人税等合計 114,656 107,249 

当期純利益 147,597 177,008 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

                (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計   

固定資産圧
縮積立金 

別途積立金 繰越利益剰
余金 

当期首残高 551,500 389,450 13,416 402,866 30,125 25,187 3,575,000 227,961 3,858,274 

当期変動額                   

剰余金の配当               △61,094 △61,094 

固定資産圧縮積立金
の取崩           △4,314   4,314   

別途積立金の積立             100,000 △100,000   

当期純利益               147,597 147,597 

自己株式の取得                   

当期変動額合計 － － － － － △4,314 100,000 △9,182 86,503 

当期末残高 551,500 389,450 13,416 402,866 30,125 20,873 3,675,000 218,778 3,944,777 

 

       

  株主資本 

純資産合計 
  自己株式 

株主資本合
計 

当期首残高 △347,482 4,465,158 4,465,158 

当期変動額       

剰余金の配当   △61,094 △61,094 

固定資産圧縮積立金
の取崩       

別途積立金の積立       

当期純利益   147,597 147,597 

自己株式の取得 △839 △839 △839 

当期変動額合計 △839 85,663 85,663 

当期末残高 △348,321 4,550,822 4,550,822 
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当事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

                (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計   

固定資産圧
縮積立金 別途積立金 

繰越利益剰
余金 

当期首残高 551,500 389,450 13,416 402,866 30,125 20,873 3,675,000 218,778 3,944,777 

当期変動額                   

剰余金の配当               △61,082 △61,082 

固定資産圧縮積立金
の取崩           △3,559   3,559   

別途積立金の積立             90,000 △90,000   

当期純利益               177,008 177,008 

自己株式の取得                   

当期変動額合計 － － － － － △3,559 90,000 29,484 115,925 

当期末残高 551,500 389,450 13,416 402,866 30,125 17,314 3,765,000 248,263 4,060,703 

 

     

  株主資本 

純資産合計 
  自己株式 株主資本合

計 

当期首残高 △348,321 4,550,822 4,550,822 

当期変動額       

剰余金の配当   △61,082 △61,082 

固定資産圧縮積立金
の取崩       

別途積立金の積立       

当期純利益   177,008 177,008 

自己株式の取得 △702 △702 △702 

当期変動額合計 △702 115,223 115,223 

当期末残高 △349,024 4,666,045 4,666,045 
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（４）キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 262,254 284,257 

減価償却費 172,287 166,030 

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,943 △1,745 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 34,140 16,194 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,052 28,374 

受取利息及び受取配当金 △16,353 △18,588 

固定資産除却損 329 321 

有形固定資産売却損益（△は益） △8 － 

売上債権の増減額（△は増加） 360,818 △118,387 

仕入債務の増減額（△は減少） △130,341 △339,760 

未収入金の増減額（△は増加） 23 △7,357 

未払費用の増減額（△は減少） △887 △12,959 

未払金の増減額（△は減少） △14,102 8,366 

未払消費税等の増減額（△は減少） 9,736 △1,401 

その他 △25,743 △33,384 

小計 648,157 △30,038 

利息及び配当金の受取額 16,032 18,917 

法人税等の支払額 △178,709 △92,717 

営業活動によるキャッシュ・フロー 485,481 △103,837 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △1,300,000 △1,200,000 

定期預金の払戻による収入 600,000 1,300,000 

有形固定資産の取得による支出 △93,784 △73,633 

有形固定資産の売却による収入 50 － 

無形固定資産の取得による支出 △25,039 △38,519 

投資有価証券の取得による支出 － △120,000 

貸付けによる支出 △20,000 △65,000 

貸付金の回収による収入 149,506 128,388 

関係会社貸付けによる支出 △79,000 △124,500 

その他 △240 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー △768,507 △193,264 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

自己株式の取得による支出 △839 △702 

配当金の支払額 △61,237 △60,994 

リース債務の返済による支出 △16,848 △29,718 

財務活動によるキャッシュ・フロー △78,925 △91,416 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △361,951 △388,518 

現金及び現金同等物の期首残高 2,710,857 2,348,905 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 2,348,905 ※ 1,960,386 
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（重要な会計方針）

 １．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）満期保有目的の債券

  償却原価法（定額法）を採用しております。

(2）子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法を採用しております。

(3）その他有価証券

時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。

時価のないもの

  移動平均法による原価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

  定率法

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）については定額法を採用しておりま

す。

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物        ５～47年

構築物       10～20年

機械及び装置      12年

車両運搬具         ５年

工具、器具及び備品 ３～20年

 また、取得価額が100千円以上200千円未満の少額減価償却資産については、３年間で均等償却しておりま

す。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

 自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づき均等償却しております。

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4）長期前払費用

  定額法

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）投資損失引当金

 関係会社への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態の実情を勘案して必要額を計上しておりま

す。 

(3）賞与引当金

 従業員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(4）退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度における自己都合退職による期末要支給額を計上しております。

４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以内に満期日の到来する流動性の高い、短期的な投資からなっております。

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

  消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

 該当事項はありません。

 

（貸借対照表関係）

※ 関係会社に対する資産

   関係会社に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）

当事業年度

（平成26年３月31日）

短期貸付金 38,800千円 47,300千円

 

（損益計算書関係）

※１．受託品売上原価

受託品売上原価は受託品売上高より東京都中央卸売市場条例による卸売手数料を控除したものでありま

す。

 

※２．売上高割使用料

東京都中央卸売市場条例に基づいて東京都から賃借している市場施設使用料で、卸売金額に応じて支払額

が決定されるものであります。

 

※３．面積割使用料

東京都中央卸売市場条例に基づいて東京都から賃借している市場施設使用料で、その使用面積に応じて支

払額が決定されるものであります。

 

※４．出荷奨励金

委託出荷者に対する出荷奨励のための交付金であります。

 

※５．関係会社との取引

関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

関係会社よりの受取配当金 7,500千円 10,000千円

 なお、上記以外の関係会社に対する営業外収益の合計額が営業外収益の総額の100分の10を超えてお

り、その金額は、前事業年度（自 平成24年４月１日至 平成25年３月31日）7,048千円、当事業年度

（自 平成25年４月１日至 平成26年３月31日）9,373千円であります。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式        

普通株式 5,500,000 ― ― 5,500,000

合計 5,500,000 ― ― 5,500,000

自己株式        

普通株式（注） 408,799 977 ― 409,776

合計 408,799 977 ― 409,776

（注）当事業年度の自己株式の増加株式数は、単元未満株式の買取請求によって取得したものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

  該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成24年５月25日 

取締役会
普通株式 61,094 12 平成24年３月31日 平成24年６月25日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年５月24日

取締役会
普通株式 61,082 利益剰余金 12 平成25年３月31日 平成25年６月24日
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当事業年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式        

普通株式 5,500,000 － － 5,500,000

合計 5,500,000 － － 5,500,000

自己株式        

普通株式（注） 409,776 763 － 410,539

合計 409,776 763 － 410,539

（注）当事業年度の自己株式の増加株式数は、単元未満株式の買取請求によって取得したものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

  該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成25年５月24日 

取締役会
普通株式 61,082 12 平成25年３月31日 平成25年６月24日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年５月23日

取締役会
普通株式 61,073 利益剰余金 12 平成26年３月31日 平成26年６月23日

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

現金及び預金勘定 3,048,905千円 2,560,386千円

預入期間が３か月を超える定

期預金
△700,000千円 △600,000千円

現金及び現金同等物 2,348,905千円 1,960,386千円

 

（リース取引関係）

 該当事項はありません。
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（金融商品関係）

 １．金融商品の状況に関する事項

  (1）金融商品に対する取組方針

当社は借入・社債発行等は行なっておりません。余剰資金の運用については、預金又は安全性の高い

債券等に限定して運用しております。

また、投資の判断は安全性（元金や利子の支払に対する確実性）、流動性（換金の制限や換金の容易

性）、収益性（利息、配当等の収益）を考慮して行なっております。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

売掛金は事業活動から生じた営業債権であり顧客の信用リスクが存在します。受託販売未払金は事

業活動から生じた営業債務であり、全て40日以内に支払期日が到来します。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

・信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）

売掛金については与信管理規程に従い管理本部財務ティームで債権回収の期日管理を行い、回収懸

念の早期把握に努めております。

 

 ２．金融商品の時価等に関する事項

 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

前事業年度（平成25年３月31日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1)現金及び預金 3,048,905 3,048,905 －

(2)売掛金 1,688,272 1,688,272 －

 資産計 4,737,178 4,737,178 －

(1)受託販売未払金 1,598,598 1,598,598 －

 負債計 1,598,598 1,598,598 －

 

当事業年度（平成26年３月31日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1)現金及び預金 2,560,386 2,560,386 －

(2)売掛金 1,781,764 1,781,764 －

 資産計 4,342,151 4,342,151 －

(1)受託販売未払金 1,272,489 1,272,489 －

 負債計 1,272,489 1,272,489 －

(注)１．金融商品の時価の算定方法

上記はすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分
前事業年度

（平成25年３月31日）

当事業年度

（平成26年３月31日）

  関係会社株式 603,735 603,735

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため記載しておりま

せん。
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３．金銭債権の決算日後の償還予定額

  前事業年度（平成25年３月31日）

  １年以内（千円） １年超（千円）

(1)現金及び預金 3,048,905 －

(2)売掛金 1,688,272 －

合計 4,737,178 －

 

  当事業年度（平成26年３月31日）

  １年以内（千円） １年超（千円）

(1)現金及び預金 2,560,386 －

(2)売掛金 1,781,764 －

合計 4,342,151 －

 

（有価証券関係）

１．満期保有目的債券

 該当事項はありません。

 

２．子会社株式及び関連会社株式

 子会社株式及び関連会社株式(当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式72,000千円、関連会社株式531,735

千円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式72,000千円、関連会社株式531,735千円）は、市場価格がな

く、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

３．その他有価証券

 非上場株式(当事業年度の貸借対照表計上額は320,000千円、前事業年度の貸借対照表計上額は200,000千円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（デリバティブ取引関係）

 該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

 当社は従来、確定給付型の制度として、退職一時金制度および適格退職年金制度を設けておりましたが、 

平成19年３月に適格退職年金制度を確定拠出年金制度へ移行いたしました。 

 

２．退職給付債務に関する事項

  
前事業年度 

（平成25年３月31日） 
当事業年度 

（平成26年３月31日） 

  (1)退職給付債務（千円） △223,942 △240,137 

  (2)未積立退職給付債務（千円） △223,942 △240,137 

  (3)退職給付引当金（千円） △223,942 △240,137 

（注） 当社は退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

 

３．退職給付費用に関する事項

  
前事業年度 

（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成25年４月１日 

至 平成26年３月31日） 

 退職給付費用（千円） 
 

63,467 
 

 
64,029 

 
 (1)勤務費用（千円） 

 
35,233 

 

 
33,440 

 
 (2)確定拠出年金への掛金支払額（千円） 

 
28,234 

 

 
30,589 

 
     （注） 当社は退職給付費用の算定に当たり、簡便法を採用しております。

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 当社は簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。

 

（ストック・オプション等関係）

 該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
  前事業年度

（平成25年３月31日）
  当事業年度

（平成26年３月31日）
（１）流動の部     
（繰延税金資産）     
賞与引当金 9,074 千円  7,879 千円
未払事業税 4,699   6,630
未払費用 1,179   1,103
前払金（監査報酬） 3,522   2,955
貸倒引当金 －   2,851
その他 1,676   941

  合計 20,151   22,362
繰延税金資産の純額 20,151   22,362

 
  前事業年度

（平成25年３月31日）
  当事業年度

（平成26年３月31日）
（２）固定の部     
（繰延税金資産）     
長期未払金（役員退職慰労金） 38,936 千円  38,936 千円
退職給付引当金損金算入限度超過額 79,723   85,488
貸倒引当金損金算入限度超過額 2,504   10,335
投資有価証券評価損 1,067   1,067
投資損失引当金 13,385   13,385
その他 6,515   9,865

  小計 142,133   159,080
評価性引当額 △59,905   △56,483
  合計 82,227   102,596
（繰延税金負債）      
固定資産圧縮積立金 △11,929   △9,634
  合計 △11,929   △9,634
繰延税金資産の純額 70,298   92,962

 
 

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳
  前事業年度

（平成25年３月31日）
  当事業年度

（平成26年３月31日）
法定実効税率 38.0％   38.0％
（調整）      
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.4   1.3
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.3   △1.5
住民税均等割 0.2   0.2
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 －   0.5
修正申告による影響 4.0   －
その他 1.4   △1.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.7   37.5

 
３．法人税率等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日
以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税
金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異につい
ては従来の38.0％から35.6％になります。
 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は1,507千円減少し、法人税等調
整額が同額増加しております。
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（持分法損益等）

 

 
前事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

関連会社に対する投資の金額 （注）１ 494,135 千円 （注）１ 494,135 千円

持分法を適用した場合の投資の金額      509,266      519,291

持分法を適用した場合の投資利益の金額       18,952       20,141

 

（注）１．投資損失引当金37,600千円を直接控除しております。 

 

（企業結合等関係）

 該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

 該当事項はありません。

 

（賃貸等不動産関係）

 該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 前事業年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日）及び当事業年度（自平成25年４月１日  至平成26年３月31

日）

  当社は、花き卸売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

１．製品及びサービスごとの情報

 単一のサービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

２．地域ごとの情報

 （１）売上高

 本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 （２）有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略して

おります。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

 該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

 該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

 該当事項はありません。
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（関連当事者情報）

前事業年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）

関連当事者との取引

（１）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

種類 

会社等の

名称又は

氏名 

所在地 

資本金又は

出資金 

（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関連当事者との 
関係 

取引の 
内容 

取引金額 
（千円） 科 目 

期末 
残高 

(千円) 
役員の兼
任等 

事業上の
関係 

関連会社 

 

株式会社 

ディーオ

ーシー 

東京都 

千代田区 

20,000 

 

種苗・花

き小売業 

（所有） 

直接38.9 
なし 

当社取扱

商品の販

売 

資金の 

返済 
77,287 

短期 

貸付金 
33,800 

利息の受

取(注) 
696 未収収益 138 

上記金額には消費税等は含まれておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 貸付金の金利につきましては、市場金利利率等を参考にした利率としております。

 

（２）財務諸表提出会社の役員及び主要株主等

種類 
会社等の名称又

は氏名 
所在地 

資本金又

は出資金 

（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関連当事者との 
関係 

取引の 
内容 

取引金額 
（千円） 

科 目 
期末 
残高 

(千円) 

役員の
兼任等 

事業上の
関係 

役員及

びその

近親者

が議決

権の過

半数を

有して

いる会

社 

株式会社 

大森花卉 

東京都 

大田区 
10,000 生花仲卸 

（被所有） 

直接0.3 
なし 

当社取

扱商品

の販売 

受託品等

の販売

（注） 

2,854,638 売掛金 203,309 

取引金額には消費税等を含まず、残高には消費税等を含んで表示しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）一般取引先と同様であります。
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当事業年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

関連当事者との取引

（１）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

種類 

会社等の

名称又は

氏名 

所在地 

資本金又は

出資金 

（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関連当事者との 
関係 

取引の 
内容 

取引金額 
（千円） 

科 目 
期末 
残高 

(千円) 

役員の兼
任等 

事業上の
関係 

関連会社 

 

株式会社 

ディーオ

ーシー 

東京都 

千代田区 

20,000 

 

種苗・花

き小売業 

（所有） 

直接38.9 
なし 

当社取扱

商品の販

売 

資金の 

貸付 
94,500 

短期 

貸付金 

 

44,300 
資金の 

返済 
84,000 

利息の受

取(注) 
372 未収収益 77 

上記金額には消費税等は含まれておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 貸付金の金利につきましては、市場金利利率等を参考にした利率としております。

 

（２）財務諸表提出会社の役員及び主要株主等

種類 
会社等の名称又

は氏名 
所在地 

資本金又

は出資金 

（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関連当事者との 
関係 

取引の 
内容 

取引金額 
（千円） 

科 目 
期末 
残高 

(千円) 

役員の
兼任等 

事業上の
関係 

役員及

びその

近親者

が議決

権の過

半数を

有して

いる会

社 

株式会社 

大森花卉 

東京都 

大田区 
10,000 生花仲卸 

（被所有） 

直接0.3 
なし 

当社取

扱商品

の販売 

受託品等

の販売

（注） 

2,893,461 売掛金 223,157 

取引金額には消費税等を含まず、残高には消費税等を含んで表示しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）一般取引先と同様であります。
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

１株当たり純資産額              894.03円              916.81円

１株当たり当期純利益金額             28.99円             34.78円

  潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 （注）  １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当期純利益金額（千円） 147,597 177,008

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 147,597 177,008

期中平均株式数（千株） 5,090 5,089

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

５．その他

（1）役員の異動

 該当事項はありません。

 

（2）その他

 該当事項はありません。
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